
各務原市特定空家等除却支援補助金交付要綱 

（令和２年３月１７日決裁） 

（趣旨） 

第１条 市は、安全で安心なまちづくりの推進を図るため、特定空家等（空家等対策

の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。第３条において「法」と

いう。）第２条第２項に規定する特定空家等をいう。以下同じ。）の除却を行う者

に対し、予算の範囲内において各務原市特定空家等除却支援補助金（以下「補助金」

という。）を交付するものとし、その交付に関しては、各務原市補助金交付規則（昭

和３８年規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の

定めるところによる。 

 （補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、特定空家等の所有者若しくはその相続人又

はそれらの者から補助金の交付を受けることについて同意を得た者（以下「所有者

等」という。）であって、当該特定空家等の除却工事を実施するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者に対しては、補助金を交付しないものと 

する。 

（１）市税を滞納している者 

（２）規則第３条の３各号のいずれかに該当する者 

（補助対象特定空家等） 

第３条 補助金の交付の対象となる特定空家等（以下「補助対象特定空家等」という。）

は、市内に存するものであって、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

（１）所有権以外の権利が設定されていないこと。ただし、当該権利を有する者の同

意がある場合は、この限りでない。 

（２）所有者等が法第２２条第１項の規定による助言又は指導を受けていること。 

（３）所有者等が法第２２条第３項の規定による命令を受けていないこと。 

（４）公共事業の補償の対象となっていないこと。 

（５）特定空家等が共有である場合は、当該特定空家等の除却について共有者全員の

同意があること。 

（補助事業） 

第４条 補助事業は、次に掲げる要件を全て満たす補助対象特定空家等の除却工事と

する。ただし、市長が特に必要と認める場合は、この限りでない。 



（１）補助対象特定空家等を全て除却すること。 

（２）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号。

第８条第４号において「建設リサイクル法」という。）に基づき実施すること。 

（３）規則第５条の規定による補助金の交付の決定の日の属する年度内に補助対象特

定空家等の除却が完了すること。 

（４）当該除却工事の実施に関し、他の補助金、助成金等の交付を受けていないこと

又は受ける予定がないこと。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助

事業に係る工事費（除却に伴い発生する廃材等の処分費用及び除却後の土地の整地

費用を含む。）及び調査費とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の額の３分の１以内の額とし、３０万円を上限

とする。 

２ 前項の補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

 （補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付の申請をしようとする所有者等は、補助事業に着手する前に、

規則第４条第１項に規定する申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけ

ればならない。 

（１）補助対象特定空家等の位置図及び現況写真 

（２）補助対象経費に係る見積書の写し 

（３）補助対象特定空家等の登記事項証明書又は固定資産課税台帳記載事項の証明書 

（４）補助対象特定空家等の相続人が申請する場合にあっては確約書（様式第１号）、

補助対象特定空家等の所有者又はその相続人以外の者が申請する場合にあっては

当該所有者又はその相続人の同意書 

（５）市税の納付状況の確認に関する同意書（様式第２号） 

（６）その他市長が必要と認める書類 

 （実施報告） 

第８条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、速やかに規則第１１条に規定す

る補助事業実施報告書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１）補助対象特定空家等の除却前及び除却後の写真 



（２）除却工事の工事請負契約書又は請書の写し 

（３）補助対象経費に係る請求書又は領収書の写し 

（４）建設リサイクル法第１０条第１項の規定による届出の受領票の写し又は除却工

事が適切に実施されたことが確認できる書類の写し 

（５）その他市長が必要と認める書類 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則（令和６年３月７日決裁） 

 この要綱は、決裁の日から施行する。  



様式第１号（第７条関係） 

 
 

確   約   書 
 
 
（宛先）各務原市長 

 
 
 各務原市特定空家等除却支援補助金の交付申請に係る下記の特定空家等につ

いて、私が相続人の代表となって特定空家等の除却工事を実施しようとするも

ので、相続人間で当該特定空家等に係る紛争等が生じたときは、私が責任を持

って解決することを確約します。 
 
 

記 
 
 
特定空家等の所在地                          

   
特定空家等の名義人                          

   
 
 
 

年  月  日 
           
             
 
           申請者  住所                 
 
                氏名                  



様式第２号（第７条関係） 

年  月  日 

 

（宛先）各務原市長 

 

 

               申請者 住 所 

                   氏 名            

 

 

 

   市税の納付状況の確認に関する同意書 

 

 

各務原市特定空家等除却支援補助金の交付決定に関する審査のため、市が私

の市税の納付状況を照会・確認することに同意します。  

 

 


